
新型コロナウイルス感染症防止に向け、令和２年２月から令

和４年８月の間、経済団体等に対して、計48回の要請等を実施

概 要

経済団体等への要請

要請実績

※要請先の主な経済団体

・日本経済団体連合会 ・経済同友会

・東京商工会議所 ・東京都商工会連合会

・東京都中小企業団体中央会 ・東京経営者協会 など

日 付 主な要請事項等

令和2年2月27日
~3月6日

新型コロナウイルス感染症対策（時差出勤等）・テレワークに関する要請

令和2年3月25日 新型コロナウイルス感染症対策に関する要請（採用内定者への配慮等）

令和2年4月9日 テレワークに関する要請（緊急事態宣言を踏まえたテレワーク等職場環境整備）

令和2年4月23日
～ 4月24日

新型コロナウイルス感染症対策に関する要請（大型連休期間における出勤抑制）※

令和2年5月20日
～ 5月22日

新型コロナウイルス感染症対策に関する要請（感染症を乗り越えるためのロードマップ）※

令和2年6月29日 計画運休時等の出退勤のあり方に関する共同宣言※

要請方法は原則として文書により実施、一部（※）はテレビカンファレンスにて実施

別添６



経済団体等への要請

日 付 主な要請事項等

令和2年6月24日 都知事による行政視察

令和2年7月7日 東商会頭・副会頭と知事面会（要望書「小池新都政に望む」手交）

令和2年7月15日 新型コロナウイルス感染症対策（時差出勤）・テレワークに関する要請

令和2年7月31日
新型コロナウイルス感染症に係る緊急事態宣言を踏まえたテレワーク等の職場環境整備に関する要請に
ついて係る知事と経済団体との意見交換の実施について

令和2年9月14日 「テレワーク東京ルール」に関する共同宣言※

令和2年8月6日 新型コロナウイルス感染症対策に関する要請

令和2年11月26日 都内商工会議所会頭との懇談

令和2年12月3日 新型コロナウイルス感染症対策に関する要請※

令和2年12月25日 新型コロナウイルス感染症対策に関する要請（年末年始の取組）※

令和3年1月7日 テレワークに関する要請（テレワーク強化月間）

令和3年1月14日
～1月15日

テレワークに関する要請（テレワーク強化月間）※

令和3年1月29日 テレワークに関する要請（出勤者数の7割削減）

令和3年2月5日 テレワークに関する要請（出勤者数の7割削減）



経済団体等への要請

日 付 主な要請事項等

令和3年2月16日 経済団体、医師会と知事との共同宣言

令和3年3月5日 テレワークに関する要請

令和3年3月18日 テレワークに関する要請

令和3年 4月13日、
4月15日～4月16日

新型コロナウイルス感染症対策に関する要請※

令和3年4月23日 新型コロナウイルス感染症対策※・テレワークに関する要請

令和3年5月7日 テレワークに関する要請

令和3年5月31日 テレワークに関する要請

令和3年6月4日 新型コロナウイルス感染症対策に関する要請（早期帰宅徹底）

令和3年6月18日 テレワークに関する要請

令和3年6月29日 テレワークに関する要請

令和3年7月8日 テレワークに関する要請

令和3年7月28日 新型コロナウイルス感染症対策に関する要請

令和3年8月18日 テレワークに関する要請

令和3年8月24日 テレワークに関する要請



経済団体等への要請

日 付 主な要請事項等

令和3年9月10日 テレワークに関する要請

令和3年9月30日 テレワークに関する要請

令和3年10月22日 テレワークに関する要請

令和3年12月3日 テレワークに関する要請（オミクロン株対策）

令和4年1月7日 テレワークに関する要請（オミクロン株対策）

令和4年1月12日 新型コロナウイルス感染症対策に関する要請（BCPの再点検）※

令和4年1月24日 職場を挙げたＢＣＰの取組等に係る緊急共同宣言※

令和4年1月27日 東商・東京都医師会と連携した社会・経済活動の維持に向けた協力

令和4年2月10日 テレワークに関する要請（オミクロン株対策）

令和4年3月4日 テレワークに関する要請

令和4年3月17日 テレワークに関する要請

令和4年4月7日 新型コロナウイルス感染症に関する要請（ワクチン接種等）

令和4年4月21日 テレワークに関する要請



経済団体等への要請

日 付 主な要請事項等

令和4年5月16日 ワクチン接種の促進に関する要請

令和4年8月1日 ワクチン接種の促進に関する要請



⚫ スムーズビズの推進、鉄道終電時間の繰り上げ等、人流の抑制に資する様々な取組に関し、業界団体への
要請等を実施

• 鉄道各社と連携し、車内や駅構内へポス

ター・動画を掲出。また、鉄道各社は、鉄

道の混雑状況についてアプリなどを通じた

配信や、ポイント付与キャンペーンなどを

実施

• 企業等が時差出勤やテレワーク等に集中的

に取り組む期間を４回設定

「冬のスムーズビズ実践期間」

①令和２年１月14日～31日

②令和２年12月１日～令和３年２月28日

「春のスムーズビズ実践期間」

③令和３年３月１日～５月９日

「特にスムーズビズを推進する期間」

④令和３年７月19日～９月５日

• 時差Biz参加企業：3,198社・事業所（令和４年９月30日時点）

• 2020TDM推進プロジェクト

協力者 ：910団体

参加企業：52,202社・事業所（令和３年９月５日時点）

• 都や国などからの要請に応じ、令和３年１月20

日から鉄道各社17社が一定期間の終電時刻の繰

り上げを実施

• 令和３年３月以降のダイヤ改正により、各社とも

正規ダイヤで継続中

人流の抑制に資する様々な取組に関する業界団体への要請等

• 夜間照明、ネオン等は20時以降消灯（令和３年

４月25日～９月30日）※

• 大規模施設のイルミネーションイベントにおけ

るライトアップの停止等（令和２年12月18日～

令和３年９月30日）※

※令和３年10月1日から10月24日までは21時以降消灯

• 令和３年のＧＷ期間中の平日においては、

鉄道会社15社が鉄道の減便等を実施

スムーズビズの推進 鉄道終電時間の繰り上げ

事業者と連携した取組


